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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平成18年６月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 5,111,715 5,447,226 5,953,149 10,339,391 11,062,513

経常利益（千円） 1,531,256 1,894,863 1,785,620 3,219,225 3,399,498

中間（当期）純利益（千円） 783,674 984,774 903,973 1,713,129 1,926,282

純資産額（千円） 18,195,415 22,072,460 23,500,137 19,156,277 23,044,934

総資産額（千円） 22,845,494 26,672,806 28,051,619 23,994,188 27,372,549

１株当たり純資産額（円） 43,117.09 46,764.28 24,895.16 45,346.63 48,782.98

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

1,867.16 2,185.62 957.63 4,023.89 4,140.00

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 79.6 82.8 83.8 79.8 84.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

901,156 908,916 863,244 1,815,519 1,849,759

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△209,313 △215,684 196,750 △333,838 △576,125

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△340,860 1,307,726 △424,280 △420,840 1,137,385

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

11,455,915 14,166,732 15,218,623 12,165,774 14,584,704

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

422 
(381) 

443
(417) 

510
(524) 

412 
(396) 

474
(465) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．平成18年６月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

  

 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 5,111,715 5,447,226 5,953,149 10,339,391 11,062,513

経常利益（千円） 1,000,462 1,200,470 1,141,196 1,807,266 2,057,209

中間（当期）純利益（千円） 543,796 643,863 714,251 997,929 1,187,993

資本金（千円） 370,000 1,241,250 1,241,250 370,000 1,241,250

発行済株式総数（株） 422,000 472,000 944,000 422,000 472,000

純資産額（千円） 16,912,573 19,897,480 20,716,686 17,368,730 20,439,716

総資産額（千円） 20,255,142 23,478,768 24,420,152 20,401,001 24,090,046

１株当たり配当額（円） － － － 300.00 900.00

自己資本比率（％） 83.5 84.7 84.8 85.1 84.8

従業員数（人） 141 142 147 139 137



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 単一セグメントの為、部門区分別の従業員数を示すと以下の通りです。 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であります。 

２．準社員、常用パートは（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 現在、当社及び連結子会社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年９月30日現在

部門名 従業員数（人）

製造部門 347 （509） 

販売部門 137 （5） 

管理部門 26 （10） 

合計 510 （524） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 147 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、持続的な物価下落局面に後戻りするリスクは低下したと判断される等、景気回

復傾向にある事に間違いありません。ただし、米国経済の減速や原油価格の動向といった外部環境の悪化要因も考えられ、先

行きを慎重にみている面もあります。 

 当社グループの属する医療関連業界におきましては、急激な国民医療費の増加を抑制する目的で医療制度改革が進展してお

ります。平成18年４月の診療報酬改定におきましては、引下げ率が過去最大となる等、引続き厳しい事業環境下にあります。 

 当社グループにおきましては、上記のような事業環境の中で、当中間連結会計期間における売上高は、5,953,149千円(前年

同期比9.3％増)となりましたが、利益面におきましては、販売単価下落等の影響により、営業利益は1,461,301千円(前年同期

比9.5％減)となりました。また、営業外収益345,808千円を計上した事等により、経常利益は、1,785,620千円(前年同期比

5.8％減)、中間純利益は、903,973千円(前年同期比8.2％減)となりました。 

 当社は単一セグメントであるため、商品区分である品目別に記載いたしますと、人工透析類におきましては、競合他社との

価格競争による販売単価下落が続いておりますが、販売本数の増加により、人工透析類の売上高は、2,602,633千円(前年同期

比0.3％増)となりました。静脈留置針類におきましては、当社が開発した止血弁が引き続き好調であり、739,682千円(前年同

期比19.8％増)となりました。アンギオ類におきましては、海外売上が堅調に推移した事等により、2,526,600千円(前年同期比

17.6％増)となりました。 

  

（注）当社グループの本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、以下に記載のキャッシュ・フローにより、

前連結会計年度末に比べ633,918千円増加し、当中間連結会計期間末には15,218,623千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は863,244千円（前年同期比5.0％減）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が

1,795,793千円あったものの、法人税等の支払額が866,823千円計上されたこと等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は196,750千円（前中間連結会計期間は215,684千円の使用）となりました。これは主に、保険

解約による収入474,580千円と、有形固定資産の取得による支出340,626千円が計上されたことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は424,280千円（前中間連結会計期間は1,307,726千円の獲得）となりました。これは主に、配

当金の支払い423,975千円によるものです。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績については、単一セグメントのため品目区分別に記載しております。 

 （注）１．金額は平均販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績については、単一セグメントのため品目区分別に記載しております。 

（注）１．前中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、いずれも総販売

実績の10％未満のため省略しております。また、当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

 

品目別 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

人工透析類 （千円） 2,455,833 92.3 

静脈留置針（麻酔）類 （千円） 851,356 120.9 

アンギオ類 （千円） 2,429,073 109.8 

合計 （千円） 5,736,262 102.9 

品目別 
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

人工透析類 （千円） 2,602,633 100.3 

静脈留置針（麻酔）類 （千円） 739,682 119.8 

アンギオ類 （千円） 2,526,600 117.6 

その他 （千円） 84,232 98.3 

合計 （千円） 5,953,149 109.3 

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

Boston Scientific 

Corporation 
─ ─ 598,732 10.1 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、多様化、高度化し、広汎な範囲にわたる顧客ニーズに応える製品を研究、開発し、提供することを基本方針

としております。このため研究開発は５課・１９名のスタッフにて①既存製品の改良、②既存製品のキット化、③医療現場で行

われている安全対策について医療機器からの提案、④患者のＱＯＬへの寄与に関する医療機器からの提案、および⑤再生医療分

野へのカテーテル技術応用展開、といった活動を行っております。なかでも医療現場で行われている安全対策について医療機器

からの提案である誤刺事故防止機構付き針製品の研究開発、および血管内治療用ガイディングカテーテル・システムにウエイト

を置いております。このような取り組みによって当中間連結会計期間の研究開発費は82,210千円（売上高比率1.4％）となりまし

た。 

  

人工透析類 

 人工透析用留置針に関する研究開発を行なっております。当中間連結会計期間では、昨年に改良した安全機構付き・止血弁付

き留置針である「ハッピーキャスＶ」について操作性に関する市場の要望を反映した改良品を完成、発売いたしました。 

  

静脈留置針（麻酔）類 

 当社は特に末梢血管カテーテル専門メーカーとしての地位を築くために、品質や使いやすさと安全性を重要視した製品を投入

すべく主に誤刺事故防止機構付き留置針に関する研究開発を行なっております。当中間連結会計期間での成果として、前年に市

場投入したスプリング式安全機構付き留置針「スーパーキャスＺ３Ｓ」に対して自己点検および改良を行ない、安全機構作動の

精度向上を確実にしました。 

  

アンギオ類 

 主に血管造影用カテーテル、ＰＴＡ(注１)バルーンカテーテル、オクリュージョンバルーンカテーテル、およびカテーテル導入

用シースの研究開発を行なっております。 

 この分野での当半期の主な成果として、血管内治療デバイスをサポートするシースレスガイディングシステムの末梢用として

「ペアレント（Parent）」を、また前年に開発した先端に行くにつれ徐々にチューブが柔らかくなっている「頭部用ガイディン

グカテーテル」のシリーズを拡充し市場に投入しました。 

 ＴＲＩ(注２)用途では当社独自の6.5Fガイディングカテーテル「コペルニクス（Copernicus）」を開発しました。 

 シース分野では前年に投入した「メディキットピールオフイントロジューサー」改良品を市場に投入しました。 

 また、シース抜去後の止血デバイスである「ブリードセーフ」において、医療事故を予防することを目的に自己点検を行な

い、専用シリンジをセットする改良品を市場投入しました。 

  

 （注１）ＰＴＡ…バルーンカテーテルを用いて血管のつまりかけている部分を拡げ、血流を改善する治療法です。 

 （注２）ＴＲＩ…手首の血管からカテーテルを挿入し、冠動脈のつまりかけている部分を拡げ、血流を改善する治療法です。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設・拡充についての変更は次の通りで

す。 

① 新設 

該当事項はありません。 

② 拡充 

静脈留置針部門において、日向工場の医療機器生産設備を新設する計画については、製品の仕様を一部変更と生産能力増加

を図るため、投資予定金額は200,000千円から320,000千円に変更しました。これにより同設備の拡充後の増加能力は、10％

増から20％増となります。 

  

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次の通りです。 

  

(3）重要な設備の新設計画等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次の通りです。 

 （注）金額には消費税等を含めておりません。 

  

(4）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 投資額（千円） 完了年月

東郷メディキット㈱ 
日向工場 

宮崎県 
日向市 

医療機器生産
設備の新設 

158,000 平成18年9月

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額
資金調
達方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

東郷メディキット㈱ 
東郷工場 

宮崎県 
日向市 

医療機器生産
設備の新設 

1,982,781 315
自己
資金 

平成18年9月 平成19年9月 30％増加



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）株式分割（１：２）によるものであります。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 3,376,000 

計 3,376,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 944,000 944,000 ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 944,000 944,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年６月１日 
（注） 

472,000 944,000 － 1,241,250 － 10,378,585



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。なお、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりません。 

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中島 弘明 千葉県習志野市 263,000 27.86 

㈱ナカジマコーポレーション 千葉県習志野市5－1－7 261,000 27.65 

中島 弘子 千葉県習志野市 48,000 5.08 

ゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A
2BB，U.K 
（東京都港区六本木6－10－1） 

45,620 4.83 

中島 崇 千葉県習志野市 28,000 2.97 

小川 智久 宮崎県宮崎市 15,000 1.59 

小川 裕子 宮崎県宮崎市 15,000 1.59 

モルガン・スタンレーアンド 
カンパニーインク 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社) 

1585 BROADWAY NEW YORK， NEW YORK
10036，U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿4－20－3） 

13,780 1.46 

中島 裕 宮崎県日向市 12,000 1.27 

中島 孝雄 千葉県船橋市 12,000 1.27 

森 保生 東京都江東区 12,000 1.27 

計 － 725,400 76.84 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   30 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 943,950 94,393
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

単元未満株式 普通株式   20 － － 

発行済株式総数 944,000 － － 

総株主の議決権 － 94,393 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）1. 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

2. □印は、平成18年６月１日付の株式分割（１株を２株に分割）による権利落後の株価を示しております。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

メディキット株式 
会社 

東京都文京区湯島
一丁目13番2号 

30 － 30 0.00 

計 － 30 － 30 0.00 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 68,000 
65,200 
□30,900 

30,500 31,000 31,800 30,100 

最低（円） 61,000 
58,000 
□30,000 

28,000 29,600 29,900 28,200 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については中央青山監査法人

により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受け

ております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金    14,166,732 10,221,630  10,585,227 

２ 受取手形及び売掛
金 

※２  2,873,566 2,960,467  2,940,369 

３ 有価証券    ─ 4,496,992  3,499,477 

４ 金銭の信託    ─ 500,000  500,000 

５ たな卸資産    1,032,381 1,175,827  1,188,832 

６ 繰延税金資産    201,870 203,311  204,713 

７ その他    100,565 185,936  44,356 

貸倒引当金    △2,328 △1,454  △2,368 

流動資産合計    18,372,787 68.9 19,742,713 70.4  18,960,609 69.3

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1）建物及び構築物 ※１ 2,336,805  2,251,135 2,324,952  

(2）機械装置及び運
搬具 

※１ 975,757  1,191,101 1,011,911  

(3）工具・器具・備
品 

※１ 988,899  1,046,036 1,000,214  

(4）土地   1,806,646  1,768,686 1,806,646  

(5）建設仮勘定   2,599 6,110,709 29,352 6,286,311 11,356 6,155,081 

２ 無形固定資産    163,569 167,482  169,268 

３ 投資その他の資産       

(1）投資有価証券   748,759  813,354 811,588  

(2）長期貸付金   31,262  26,453 28,667  

(3）保険積立金   683,873  412,635 679,788  

(4）繰延税金資産   501,236  532,423 502,702  

(5）その他   60,904  70,386 64,998  

貸倒引当金   △296 2,025,739 △141 1,855,112 △156 2,087,590 

固定資産合計    8,300,019 31.1 8,308,905 29.6  8,411,940 30.7

資産合計    26,672,806 100.0 28,051,619 100.0  27,372,549 100.0

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛
金 

※２  1,043,026 1,196,812  1,151,270 

２ １年内返済予定長
期借入金 

   100,000 ─  ─ 

３ 未払法人税等    952,703 873,455  801,124 

４ 賞与引当金    246,764 253,840  243,257 

５ その他    433,296 412,091  326,526 

流動負債合計    2,775,790 10.4 2,736,199 9.8  2,522,178 9.2

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金    70,000 ─  ─ 

２ 退職給付引当金    382,999 392,425  384,680 

３ 役員退職慰労引当
金 

   830,643 875,164  867,723 

４ その他    540,913 547,692  553,033 

固定負債合計    1,824,555 6.8 1,815,282 6.4  1,805,436 6.6

負債合計    4,600,346 17.2 4,551,481 16.2  4,327,614 15.8

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,241,250 4.7 ─ ─  1,241,250 4.6

Ⅱ 資本剰余金    10,378,585 38.9 ─ ─  10,378,585 37.9

Ⅲ 利益剰余金    10,344,752 38.8 ─ ─  11,286,260 41.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   108,236 0.4 ─ ─  131,633 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定    ─ ─ ─ ─  7,910 0.0

Ⅵ 自己株式    △363 △0.0 ─ ─  △704 0.0

資本合計    22,072,460 82.8 ─ ─  23,044,934 84.2

負債資本合計    26,672,806 100.0 ─ ─  27,372,549 100.0

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    ─ ─ 1,241,250 4.4  ─ ─

２ 資本剰余金    ─ ─ 10,378,585 37.0  ─ ─

３ 利益剰余金    ─ ─ 11,745,445 41.9  ─ ─

４ 自己株式    ─ ─ △1,010 △0.0  ─ ─

株主資本合計    ─ ─ 23,364,270 83.3  ─ ─

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   ─ ─ 133,965 0.5  ─ ─

２ 為替換算調整勘定    ─ ─ 1,901 0.0  ─ ─

評価・換算差額等合
計 

   ─ ─ 135,867 0.5  ─ ─

純資産合計    ─ ─ 23,500,137 83.8  ─ ─

負債純資産合計     ─ ─ 28,051,619 100.0 ─ ─

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    5,447,226 100.0 5,953,149 100.0  11,062,513 100.0

Ⅱ 売上原価    2,504,050 46.0 3,108,572 52.2  5,271,357 47.7

売上総利益    2,943,175 54.0 2,844,577 47.8  5,791,155 52.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,328,565 24.4 1,383,275 23.2  2,697,417 24.3

営業利益    1,614,609 29.6 1,461,301 24.6  3,093,738 28.0

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   481  5,125 1,151  

２ 受取配当金   5,119  5,409 9,131  

３ 保険解約益   268,308  312,620 272,990  

４ 受取地代家賃   11,241  12,401 24,205  

５ その他   15,631 300,781 5.5 10,252 345,808 5.8 28,558 336,038 3.0

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   10,846  6,567 18,833  

２ 新株発行費   9,499  － 9,499  

３ たな卸資産廃棄損   －  13,885 －  

３ その他   181 20,527 0.3 1,037 21,489 0.4 1,945 30,278 0.3

経常利益    1,894,863 34.8 1,785,620 30.0  3,399,498 30.7

Ⅵ 特別利益       

１ 投資有価証券売却
益 

  －  67,250 4  

２ 貸倒引当金戻入益   508 508 0.0 928 68,178 1.2 488 493 0.0

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産除却損 ※２ 43  10,579 322  

２ 投資有価証券評価
損 

  －  － 1,125  

３ 会員権評価損   5,187  － 5,562  

４ 減損損失 ※３ － 5,230 0.1 47,426 58,006 1.0 － 7,009 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,890,140 34.7 1,795,793 30.2  3,392,981 30.7

法人税、住民税及び
事業税 

  944,504  921,572 1,526,955  

法人税等調整額   △39,138 905,366 16.6 △29,752 891,820 15.0 △60,257 1,466,698 13.3

中間（当期）純利益    984,774 18.1 903,973 15.2  1,926,282 17.4

              



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    9,228,835 9,228,835 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 増資による新株の発
行 

  1,149,750 1,149,750 1,149,750 1,149,750 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   10,378,585 10,378,585 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    9,506,577 9,506,577 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間（当期）純利益   984,774 984,774 1,926,282 1,926,282 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金   126,600 126,600   

２ 取締役賞与金   20,000 146,600 20,000 146,600 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   10,344,752 11,286,260 

       



中間連結株主資本等計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 

        （千円） 
1,241,250 10,378,585 11,286,260 △704 22,905,391 

中間連結会計期間中の変

動額 
     

剰余金の配当（注）   △424,788  △424,788 

役員賞与（注）   △20,000  △20,000 

中間純利益   903,973  903,973 

自己株式の取得    △305 △305 

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変

動額合計    （千円） 
─ ─ 459,185 △305 458,879 

平成18年９月30日残高 

        （千円） 
1,241,250 10,378,585 11,745,445 △1,010 23,364,270 

  評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券評

価差額金 
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高 

        （千円） 
131,633 7,910 139,543 23,044,934 

中間連結会計期間中の変

動額 
    

剰余金の配当（注）    △424,788 

役員賞与（注）    △20,000 

中間純利益    903,973 

自己株式の取得    △305 

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

2,331 △6,008 △3,676 △3,676 

中間連結会計期間中の変動

額合計     （千円） 
2,331 △6,008 △3,676 455,203 

平成18年９月30日残高 

        （千円） 
133,965 1,901 135,867 23,500,137 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  1,890,140 1,795,793 3,392,981

減価償却費   206,353 201,976 439,893

投資有価証券評価損   ─ ─ 1,125

投資有価証券売却益   ─ △67,250 △4

固定資産除却損   43 10,579 322

減損損失   ─ 47,426 ─

会員権評価損   5,187 ─ 5,562

退職給付引当金増減
額（減少：△） 

  3,235 7,744 4,916

役員退職慰労引当金
増減額（減少：△） 

  8,831 7,441 45,911

貸倒引当金増減額
（減少：△） 

  △508 △928 △608

賞与引当金増減額
（減少：△） 

  2,218 10,583 △1,289

受取利息及び受取配
当金 

  △5,600 △10,534 △10,283

支払利息   10,846 6,567 18,833

新株発行費   9,499 ─ 9,499

保険解約益   △268,308 △312,620 △272,990

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △124,190 △16,017 △193,125

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △228,322 13,260 △384,774

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  175,468 52,298 215,710

役員賞与の支払額   △20,000 △20,000 △20,000

その他   △56,951 7,153 32,697

小計   1,607,941 1,733,473 3,284,375



 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

  5,600 9,309 10,283

利息の支払額   △16,527 △12,714 △21,561

法人税等の支払額   △688,098 △866,823 △1,423,337

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  908,916 863,244 1,849,759

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の取得によ
る支出 

  ─ △2,498,774 ─

有価証券の売却によ
る収入 

  ─ 2,500,000 ─

有形固定資産の取得
による支出 

  △687,074 △340,626 △870,921

無形固定資産の取得
による支出 

  ─ ─ △160,951

投資有価証券の取得
による支出 

  ─ ─ △23,747

投資有価証券の売却
による収入 

  ─ 69,250 5

長期貸付金による支
出 

  △3,000 ─ △3,000

長期貸付金の回収に
よる収入 

  1,494 2,214 4,089

保険積立による支出   △2,315 △2,153 △2,395

保険解約による収入   469,995 474,580 478,801

差入保証金の差入に
よる支出 

  △2,995 △9,792 △4,701

差入保証金の返戻に
よる収入 

  8,201 2,337 8,381

その他   10 △284 △1,684

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △215,684 196,750 △576,125



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入金の返済に
よる支出 

  △576,810 ─ △746,810

配当金の支払額   △126,600 △423,975 △126,600

株式発行による収入   2,011,500 ─ 2,011,500

自己株式の取得によ
る支出 

  △363 △305 △704

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,307,726 △424,280 1,137,385

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  ─ △1,796 7,910

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  2,000,958 633,918 2,418,930

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  12,165,774 14,584,704 12,165,774

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 14,166,732 15,218,623 14,584,704

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  ２社 (1）連結子会社の数  ２社 (1）連結子会社の数  ２社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  東郷メディキット㈱ 東郷メディキット㈱ 東郷メディキット㈱ 

  Medikit Vietnam Co.,Ltd. 

上記のうち、Medikit 

Vietnam Co.,Ltd.について

は、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。 

Medikit Vietnam Co.,Ltd. 

  

Medikit Vietnam Co.,Ltd. 

上記のうち、Medikit Vietnam 

Co.,Ltd.については、当連結

会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含め

ております。 

２．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち東郷メデ

ィキット㈱の中間会計期間の

末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

 連結子会社のうち東郷メデ

ィキット㈱の中間会計期間の

末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

 連結子会社のうち東郷メディ

キット㈱の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しておりま

す。 

   また、連結子会社のうち

Medikit Vietnam Co.,Ltd.に

ついては、平成17年７月に新

たに設立したため、中間連結

財務諸表の作成に当たって

は、設立日現在の財務諸表を

採用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては、連結に必要な調整を行

っております。 

 また、連結子会社のうち

Medikit Vietnam Co.,Ltd.の

中間会計期間の末日は６月30

日であり、中間連結財務諸表

の作成に当たっては、中間連

結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結に必

要な調整を行っております。 

 また、連結子会社のうち

Medikit Vietnam Co.,Ltd.の事

業年度の末日は12月31日であ

り、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結に

必要な調整を行っております。

なお、Medikit Vietnam 

Co.,Ltd.については、新規設立

のため、平成17年７月29日より

平成17年12月31日までの財務諸

表を使用しております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  ───── 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法）を

採用しております。 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価

法を採用しております。 

同左 同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品・製品・仕掛品・原材

料 

商品・製品・仕掛品・原材

料 

商品・製品・仕掛品・原材

料 

   総平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

   定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  

建物及び構築物 

10年～47年 

機械装置及び運搬具、工具・

器具・備品 

２年～15年 

 当社及び国内連結子会社は

定率法を、また、在外子会社

は定額法を採用しておりま

す。（ただし、当社及び国内

連結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法によっております。） 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  

建物及び構築物 

10年～47年 

機械装置及び運搬具、工具・

器具・備品 

２年～15年 

同左 

    

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法を採用しておりま

す。なお自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。 

同左  従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上して

おります。 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。また数理計

算上の差異については翌連結

会計年度に一括して費用処理

することとしています。 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。また数理計

算上の差異については翌連結

会計年度に一括して費用処理

することとしています。過去

勤務債務については、発生年

度に一括して費用処理するこ

ととしています。 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。また数理計算上の

差異については翌連結会計年

度に一括して費用処理するこ

ととしています。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

同左  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

  (ニ)重要なリース取引の処理方法 (ニ)重要なリース取引の処理方法 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

  (ホ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(ホ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(ホ)その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

ます。 

同左 同左 

  ② 「法人税、住民税及び事業

税」並びに「法人税等調整

額」の計上方法 

②   ───── ②   ───── 

   中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当事業年度において予定

している利益処分による特別

償却準備金の取崩しを前提と

して当中間連結会計期間に係

る金額を計算しております。 

    

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ケ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産額の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は23,500,137千円であります。なお、当中間

連結会計期間における中間連結貸借対照表の

純資産の部については、中間連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。 

 当連結会計年度より、固定資産の減 

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

  

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

5,693,061千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

6,039,172千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

5,919,108千円であります。 

※２     ───── ※２ 中間連結会計期間末日満期手形 ※２     ───── 

   中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形      136,981千円 

支払手形      283,558千円 

  



（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
  

給料手当 348,152千円

賞与引当金繰入額 109,404千円

役員退職慰労引当金
繰入額 

8,831千円

退職給付費用 13,632千円

減価償却費 36,833千円

  
給料手当 368,307千円

賞与引当金繰入額 116,290千円

役員退職慰労引当金
繰入額 

8,441千円

退職給付費用 △609千円

減価償却費 35,951千円

給料手当 707,904千円

賞与引当金繰入額 109,707千円

役員退職慰労引当金
繰入額 

45,911千円

退職給付費用 27,774千円

減価償却費 75,119千円

※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 
  

  

機械装置及び運搬具 43千円

合計 43千円

  

  

機械装置及び運搬具 749千円

工具・器具・備品 9,830千円

合計 10,579千円
  

機械装置及び運搬具 217千円

工具・器具・備品 104千円

合計 322千円

※３     ───── ※３ 減損損失 ※３     ───── 

     当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

   南郷倉庫は、当期首においては共有資

産として認識しておりました。しかし

ながら、新東郷工場建設計画に伴い、

地理的条件等から当面使用を予定して

おらず、将来的に売却する意向もある

ため、1つのグループとして認識いたし

ました。これにより、当該資産の帳簿

価額を回収価額まで減額し、当該減少

額47,426千円を減損損失として計上し

ました。その内訳は、建物及び構築物

9,466千円、土地37,960千円でありま

す。 

   なお、これらの回収可能価額は正味売

却価額により算定しており、主として

不動産鑑定士による不動産鑑定価額に

よっております。 

場所 用途 種類 

南郷倉庫

（宮崎県東

臼杵郡） 

倉庫 

建物及び

構築物、 

土地 

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月31日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行済株式総数の増加は472,000株は、株式の分割（無償交付）による増加472,000株であります。 

２.普通株式の自己株式数の増加23株は、単元未満株式の買収による増加５株、株式の分割（無償交付）による増加18株であり

ます。 

  

２.配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

   前中間連結会計年度末

（株） 

当中間連結会計期間増加

株式数（株） 

当中間連結会計期間減少

株式数（株） 

当中間連結会計期間末株

式数（株） 

発行済株式     

 普通株式（注）1 472,000 472,000 ─ 944,000 

合計 472,000 472,000 ─ 944,000 

自己株式     

 普通株式（注）2 13 23 ─ 36 

合計 13 23 ─ 36 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 424,788 900 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

        （平成17年９月30日現在）         （平成18年９月30日現在）         （平成18年３月31日現在）
  

  

 千円

現金及び預金勘定 14,166,732 

現金及び現金同等物 14,166,732 

  
  千円

現金及び預金勘定 10,221,630 

有価証券 4,496,992 

金銭の信託 500,000 

現金及び現金同等物 15,218,623 

  千円

現金及び預金勘定 10,585,227 

有価証券 3,499,477 

金銭の信託 500,000 

現金及び現金同等物 14,584,704 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

71,377 68,072 3,304

工具・器具・
備品 

7,913 5,182 2,730

合計 79,290 73,255 6,034

  

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具・器具・
備品 

7,913 6,566 1,346

合計 7,913 6,566 1,346

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具・器具・
備品 

7,913 5,874 2,038

合計 7,913 5,874 2,038

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 4,687千円

１年超 1,346千円

合計 6,034千円

  
１年内 1,051千円

１年超 295千円

合計 1,346千円

１年内 1,300千円

１年超 738千円

合計 2,038千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 11,617千円

減価償却費相当額 11,617千円

  
支払リース料 691千円

減価償却費相当額 691千円

支払リース料 15,613千円

減価償却費相当額 15,613千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

２．     ───── ２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

  １年内 2,098千円

１年超 4,409千円

合計 6,508千円

１年内 658千円

１年超 658千円

合計 1,317千円

(減損損失について) (減損損失について) (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 473,043 631,859 158,815 

合計 473,043 631,859 158,815 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 116,900 

  
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 2,498,383 2,498,601 217 

(2）コマーシャル・ペーパー 1,998,609 1,998,566 △43 

合計 4,496,992 4,497,167 174 

  
取得原価（千円）

中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 473,043 675,999 202,955 

合計 473,043 675,999 202,955 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 
137,354 

非上場株式 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年

９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至18年３月31日）において、当社グループはデリバティブ取引を全く

利用していないため、該当事項はありません。 

  

  
連結貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 1,499,911 1,499,924 12 

(2）コマーシャル・ペーパー 1,999,566 1,999,706 139 

合計 3,499,477 3,499,630 152 

  
取得原価（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 473,043 672,319 199,276 

合計 473,043 672,319 199,276 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 
139,268 

非上場株式 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）において、当連結グループは同一セグメ

ントに属する医療機器等製造・販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）において、本邦の売上高は全セグメントの売上高と同

額のため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。また、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）において、本邦の売上高の金額は、全セ

グメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至平成18年９月30日） 

（注）1. 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   2. 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

   （1）北米・・・・・アメリカ、カナダ 

   （2）欧州・・・・・オランダ、フランス、フィンランド、ベルギー、ノルウェー、ギリシャ等 

   （3）その他・・・・韓国、台湾等 

   3. 海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18

年３月31日）において、海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 522,010 243,320 44,948 810,279 

Ⅱ 連結売上高（千円） ─ ─ ─ 5,953,149 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
8.8 4.1 0.7 13.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

46,764円28銭 24,895円16銭 48,782円98銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

2,185円62銭 957円63銭 4,140円00銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成18年６月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間連結会計期間 

１株当たり純資産額    23,382.14円 

１株当たり中間純利益金額 1,092.81円 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式数が存在しな

いため記載しておりません。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額    24,391.49円 

１株当たり当期純利益金額  2,070.00円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式数が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 984,774 903,973 1,926,282 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （20,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

984,774 903,973 1,906,282 

期中平均株式数（千株） 450 943 460 



（重要な後発事象） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

(株式分割） 

平成18年４月13日開催の取締役会

決議により、下記のとおり株式の分

割(無償交付）を行っております。 

(1）分割の目的 

投資家にとって投資しやすい

環境を整えることで、当社株式

の流動性の向上と投資家層の拡

大を図ることを目的としており

ます。 

(2）分割の方法 

平成18年５月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数

を、１株につき２株の割合をも

って分割します。 

(3）分割により増加する株式数 

普通株式   472,000株 

(4）配当起算日 

      平成18年４月１日 

(5）効力発生日 

      平成18年６月１日 

(6）１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行な

われたと仮定した場合の１株

当たり情報については、下記

のとおりであります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額     22,673.31円 

１株当たり当期純利益金額  2,011.94円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式数が存在しな

いため記載しておりません。 

当連結会計年度 

１株当たり純資産額    24,391.49円 

１株当たり当期純利益金額  2,070.00円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式数が存在しな

いため記載しておりません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   8,059,281  5,916,832 5,531,489  

２ 受取手形 ※２ 1,327,720  1,187,095 1,327,231  

３ 売掛金   1,545,845  1,773,372 1,613,138  

４ 有価証券   ─  2,498,268 2,499,526  

５ 金銭の信託   ─  500,000 500,000  

６ たな卸資産   226,901  238,803 281,593  

７ 繰延税金資産   86,954  77,107 88,737  

８ その他 ※３ 43,551  44,533 35,400  

貸倒引当金   △2,310  △594 △2,366  

流動資産合計    11,287,944 48.1 12,235,419 50.1  11,874,750 49.3

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1）建物 ※１ 528,101  506,559 517,135  

(2）構築物 ※１ 1,361  1,175 1,261  

(3）機械及び装置 ※１ 125  125 125  

(4）車輌及び運搬具 ※１ 4,595  3,129 3,723  

(5）工具・器具・備
品 

※１ 544,316  543,148 543,145  

(6）土地   685,831  685,831 685,831  

計   1,764,331  1,739,969 1,751,222  

２ 無形固定資産   74,719  76,325 77,033  

３ 投資その他の資産       

(1）投資有価証券   266,541  300,839 287,668  

(2）関係会社株式   9,215,835  9,215,835 9,215,835  

(3）出資金   10  10 10  

(4）従業員長期貸付
金 

  10,788  8,838 9,938  

(5）破産債権・更生
債権等 

  124  0 0  

(6）長期前払費用   1,600  1,200 1,400  

(7）差入保証金   39,906  47,503 41,698  

(8）保険積立金   401,804  375,160 400,868  

(9）繰延税金資産   399,470  403,226 413,803  



 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(10）その他   15,825  15,825 15,825  

貸倒引当金   △133  △1 △7  

計   10,351,772  10,368,437 10,387,039  

固定資産合計    12,190,823 51.9 12,184,733 49.9  12,215,296 50.7

資産合計    23,478,768 100.0 24,420,152 100.0  24,090,046 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 ※２ 4,410  3,489 3,422  

２ 買掛金   1,256,043  1,619,756 1,385,901  

３ 未払法人税等   587,631  363,947 529,954  

４ 賞与引当金   99,504  105,641 97,812  

５ その他 ※３ 155,912  106,207 109,738  

流動負債合計    2,103,502 9.0 2,199,040 9.0  2,126,828 8.9

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金   130,566  107,868 127,860  

２ 役員退職慰労引当
金 

  806,306  848,864 842,608  

３ 長期預り金   540,913  547,692 553,033  

固定負債合計    1,477,785 6.3 1,504,425 6.2  1,523,501 6.3

負債合計    3,581,287 15.3 3,703,466 15.2  3,650,330 15.2

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,241,250 5.3 ─ ─  1,241,250 5.1

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   10,378,585  ─ 10,378,585  

資本剰余金合計    10,378,585 44.2 ─ ─  10,378,585 43.1

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   45,375  ─ 45,375  

２ 任意積立金   3,800,000  ─ 3,800,000  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  4,408,762  ─ 4,952,893  

利益剰余金合計    8,254,137 35.1 ─ ─  8,798,268 36.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   23,871 0.1 ─ ─  22,317 0.1

Ⅴ 自己株式    △363 △0.0 ─ ─  △704 △0.0

資本合計    19,897,480 84.7 ─ ─  20,439,716 84.8

負債資本合計    23,478,768 100.0 ─ ─  24,090,046 100.0

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

1 資本金    ─ ─ 1,241,250 5.1  ─ ─

2 資本剰余金       

（1）資本準備金   ─  10,378,585 ─  

資本剰余金合計    ─ ─ 10,378,585 42.5  ─ ─

3 利益剰余金       

（1）利益準備金   ─  45,375 ─  

（2）その他利益剰余金       

別途積立金   ─  7,800,000 ─  

繰越利益剰余金   ─  1,222,356 ─  

利益剰余金合計    ─ ─ 9,067,731 37.1  ─ ─

4 自己株式    ─ ─ △1,010 △0.0  ─ ─

株主資本合計    ─ ─ 20,686,556 84.7  ─ ─

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券 
 評価差額金 

   ─ ─ 30,129 0.1  ─ ─

評価・換算差額等合
計 

   ─ ─ 30,129 0.1  ─ ─

純資産合計    ─ ─ 20,716,686 84.8  ─ ─

負債純資産合計    ─ ─ 24,420,152 100.0  ─ ─

              



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    5,447,226 100.0 5,953,149 100.0  11,062,513 100.0

Ⅱ 売上原価    3,404,634 62.5 3,998,494 67.2  6,995,210 63.2

売上総利益    2,042,591 37.5 1,954,654 32.8  4,067,303 36.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,162,162 21.3 1,186,978 19.9  2,343,591 21.2

営業利益    880,428 16.2 767,675 12.9  1,723,712 15.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  336,124 6.1 380,353 6.4  356,380 3.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  16,082 0.3 6,833 0.1  22,882 0.2

経常利益    1,200,470 22.0 1,141,196 19.2  2,057,209 18.6

Ⅵ 特別利益    451 0.0 1,777 0.0  405 0.0

Ⅶ 特別損失    1,124 0.0 ─ ─  1,124 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

   1,199,796 22.0 1,142,974 19.2  2,056,490 18.6

法人税、住民税及
び事業税 

  579,272  411,875 906,886  

法人税等調整額   △23,339 555,933 10.2 16,847 428,722 7.2 △38,389 868,497 7.9

中間（当期）純利
益 

   643,863 11.8 714,251 12.0  1,187,993 10.7

前期繰越利益    3,764,899 ─  3,764,899 

中間（当期）未処
分利益 

   4,408,762 ─  4,952,893 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

    当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  次へ 

  株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円）

1,241,250 10,378,585 10,378,585 45,375 3,800,000 4,952,893 8,798,268 △704 20,417,398

中間会計期間中の変
動額 

    

別途積立金の積立て
（注） 

  4,000,000 △4,000,000 ─  ─

剰余金の配当（注）   △424,788 △424,788  △424,788

役員賞与（注）   △20,000 △20,000  △20,000

中間純利益   714,251 714,251  714,251

自己株式の取得    △305 △305

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動 
額合計    （千円） 

─ ─ ─ ─ 4,000,000 △3,730,536 269,463 △305 269,158

平成18年９月30日残高 
（千円）

1,241,250 10,378,585 10,378,585 45,375 7,800,000 1,222,356 9,067,731 △1,010 20,686,556

  
評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
（千円） 

22,317 22,317 20,439,716 

中間会計期間中の変
動額 

   

別途積立金の積立て 
（注） 

 ─ 

剰余金の配当（注）  △424,788 

役員賞与（注）  △20,000 

中間純利益  714,251 

自己株式の取得  △305 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

7,811 7,811 7,811 

中間会計期間中の変動 
額合計     （千円） 

7,811 7,811 276,969 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

30,129 30,129 20,716,686 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

───── 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

    

  

 償却原価法（定額法） 

を採用しております。 

同左 

  子会社株式 子会社株式 子会社株式 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

   総平均法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 同左 

  建物及び構築物 

11年～47年 

機械装置及び運搬具、工具・器

具・備品 

２年～10年 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。また

数理計算上の差異については翌

事業年度に一括して費用処理す

ることとしています。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。また

数理計算上の差異については翌

事業年度に一括して費用処理す

ることとしています。過去勤務

債務については、発生年度に一

括して費用処理することとして

おります。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。な

お、数理計算上の差異について

は翌事業年度に一括して費用処

理することとしています。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっています。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日)）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、20,716,686千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式数の増加23株は、単元未満株式の買取による増加５株、株式の分割（無償交付）による増加18株でありま

す。 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

279,675千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

305,552 千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

293,003 千円であります。 

※２     ───── 

  

※２ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。

当中間期末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

受取手形      136,981千円 

支払手形        653千円 

  

※２     ───── 

  

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺

して流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺

して流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

※３     ───── 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  

受取利息 185千円 

受取配当金 57,027千円 

保険解約益 262,109千円 

受取地代家賃 9,061千円 

受取事務委託料 3,428千円 

  
受取利息 588千円 

受取配当金 327,307千円 

保険解約益 34,217千円 

受取地代家賃 10,852千円 

受取事務委託料 3,428千円 

受取利息 365千円 

受取配当金 58,978千円 

保険解約益 263,015千円 

受取地代家賃 16,915千円 

受取事務委託料 6,857千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 6,400千円 

新株発行費 9,499千円 

  
支払利息 6,567千円 

      

支払利息 12,933千円 

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 12,660千円 

無形固定資産 569千円 

  
有形固定資産 12,548千円 

無形固定資産 708千円 

有形固定資産 25,988千円 

無形固定資産 1,277千円 

  前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

普通株式（注） 13 23 ─ 36 

合計 13 23 ─ 36 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具・器具・
備品 

3,485 2,821 663

合計 3,485 2,821 663

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具・器具・
備品 

3,485 3,319 165

合計 3,485 3,319 165

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具・器具・
備品 

3,485 3,070 414

合計 3,485 3,070 414

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 497千円

１年超 165千円

合計 663千円

  
１年内 165千円

１年超 ─千円

合計 165千円

１年内 414千円

１年超 ─千円

合計 414千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 248千円

減価償却費相当額 248千円

  
支払リース料 248千円

減価償却費相当額 248千円

支払リース料 497千円

減価償却費相当額 497千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(減損損失について) (減損損失について) (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

(株式分割） 

平成18年４月13日開催の取締役会決議

により、下記のとおり株式の分割(無償交

付）を行っております。 

(1）分割の目的 

投資家にとって投資しやすい環境を

整えることで、当社株式の流動性の

向上と投資家層の拡大を図ることを

目的としております。 

(2）分割の方法 

平成18年５月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載又は記録され

た株主の所有株式数を、１株につき

２株の割合をもって分割します。 

(3）分割により増加する株式数 

普通株式      472,000株 

(4）配当起算日  平成18年４月１日 

(5）効力発生日  平成18年６月１日 

(6）１株当たり情報に及ぼす影響当該

株式分割が前期首に行なわれたと

仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、下記のとおりでありま

す。 

前事業年度 

１株当たり純資産額    20,555.36円 

１株当たり当期純利益金額 1,162.07円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金 

額については、潜在株式数が存在しないた 

め記載しておりません。 

当事業年度 

１株当たり純資産額    21,631.65円 

１株当たり当期純利益金額 1,268.30円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式数が存在しな

いため記載しておりません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

メ デ ィ キ  ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディキット株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、メディキット株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月15日

メ デ ィ キ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディキット株式会

社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、メディキット株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18

年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

メ デ ィ キ  ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディキット株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、メディ

キット株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月15日

メ デ ィ キ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているメディキット株式会

社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、メディ

キット株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 
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